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第１章  官民連携手法の特徴・留意事項 

 

１.１ 対象とする官民連携手法 

上下水道事業は、表 １-1 に示すように、政策判断から一般業務まで数多くの業務があり、こ

れらの業務の組み合わせ方により、様々な官民連携手法があります。 

 

表 １-1 上下水道事業の階層・業務分野別の主な業務 

発注作業 設計

業務監理 建設工事

発注作業 設計

業務監理 建設工事

保全管理計画 発注作業 保全作業

運転管理計画 監督・監視 運転作業

発注作業

監督・監視

AM：アセットマネジメント
SM：ストックマネジメント

階層
政策判断 経営判断 経営計画 業務管理 一般業務

業務分野

人事・財務・庶務管理 事
業
運
営
方
針
・
組
織
体
制
等

財
政
計
画
・
ビ
ジ
ョ

ン
・

基
本
構
想
・
事
業
計
画
等
の
決
定

料
金
/
使
用
料
（

案
）

の
決
定

ビ
ジ
ョ

ン
・
基
本
構
想
等

事業計画
/AM計画

施
設
管
理

整備

新規整備

財政計画

予算・決算対応 経理事務

人事給与庶務 契約事務

補助金・企業債関係 資産情報整理

会計システム等の管理

整備計画

施設情報
システム
の管理

施設・
設備情報

整備更新/改築
更新計画
/改築計画

維持
管理

浄水場
/処理場等施設 維持管理

情報整備
管路施設 維持管理計画

維持管理
作業

住民対応
条例・規定等
の制定改廃

公権力の行使 広聴・広報管理 広聴・広報対応
議会対応 条例・規定案作成等 料金管理・苦情対応 料金徴収・苦情受付
監査対応 料金システム等の管理

その他

防災・減災計画 災害復旧管理 災害査定資料作成
水安全計画 水質管理

給水装置関連 排水設備等の指導

事業運営階層 一般業務階層

排水設備等の管理 事業場排水の指導
事業場排水の監理

 

 

本章では、手引き（案）に示すパッケージモデルを踏まえて、以下の４ケースを想定して特徴

を整理し、各事業体の実情を踏まえた官民連携手法の選定の参考となるように、着眼点と留意事

項について整理します。 

ケース０：個別業務を単年度で委託する官民連携（現状最も多い手法） 

ケース１：図 １-1 に示すように、運営マネジメント（企画調整）、維持管理それぞれの分野の

業務を複数年（５年程度）・一体的に委託する官民連携 

ケース２：図 １-1 に示すように、運営マネジメント（企画調整）と、維持管理・設計・改築

工事各々の分野の業務を複数年（５年程度）・一体的に委託する官民連携 

ケース３：図 １-2 に示すように、運営マネジメントの一部・維持管理・設計・改築工事の業

務を複数年（２０年程度）・一体的に委託する官民連携（コンセッション） 
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運営マネジメント:企画調整（アドバイザー支援）

トップマネジメント

政策判断 経営判断 公権力行使

経営計画 業務管理

伝達
提案・報告

一般業務（民の役割）

監理/監視
提案・報告

◆ビジョン・基本構想策定
◆財政計画策定
◆事業計画・ＳＭ計画策定
◆整備・改築計画策定

◆官民連携手法の検討・発注
◆設計工事発注・監理
◆維持管理履行監視・評価
◆施設情報システム管理

維持管理（包括）
◆維持管理計画策定
◆各種発注作業
◆維持管理作業
◆維持管理情報整備

設計・工事
◆改築設計
◆改築工事
◆施設・設備情報整備

※１：ケース２は、設計・工事をデザイン・ビルドで実施
※２：ケース２では、改築計画策定を含める場合あり

【ケース１及びケース２】

コンサルタントが支援できる事業運営支援
（パッケージ業務）の業務範囲

 

図 １-1 ケース１、２の官民連携 

運営マネジメント:企画調整（アドバイザー支援）

トップマネジメント

政策判断 経営判断 公権力行使

経営計画 業務管理

伝達
提案・報告

一般業務（民の役割）

監理/監視
提案・報告

◆ビジョン・基本構想策定 ◆官民連携手法の検討・発注
◆事業監視・評価
（経営、維持管理、設計・工事）

維持管理（包括）
◆維持管理計画策定
◆各種発注作業
◆維持管理作業
◆維持管理情報整備

設計・工事
◆改築設計
◆改築工事
◆施設・設備情報整備

運営マネジメント:企画調整（民の役割）
経営計画 業務管理

◆財政計画策定
◆事業計画・ＳＭ計画策定
◆整備・改築計画策定

◆設計工事発注・監理
◆維持管理モニタリング
◆施設情報システム管理

【ケース３】

コンサルタントが支援できる事業運営支援
（パッケージ業務）の業務範囲

 

図 １-2 ケース３の官民連携 
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１.２ 官民連携手法の着眼点と留意事項 

表 １-3 に示すケース０から３の官民連携手法の特徴を踏まえて、官民連携手法の選定にあた

っての着眼点と留意事項は以下のとおりです。 

 

表 １-2 官民連携手法の選定にあたっての着眼点・留意事項（下水道の例） 

No
官民連携手法選定に

あたっての着目点
官民連携手法選定にあたっての着目点に対する留意事項

1
補助事業を活用した業
務（４条予算）の取り扱
い

◆ケース１
　従来通り、改築設計、工事が分離かつ個別に仕様発注されるため、透明性が確保
されている。
◆ケース２
　ＳＭ計画の短期改築計画の範囲で、一括かつ複数年（５年程度）で性能発注され
るため、改築コスト及び品質の妥当性・透明性が求められる。
◆ケース３
　ＳＭ計画の長期改築事業シナリオに基づき、一括かつ複数年（２０年程度）で性能
発注されるため、改築時期・範囲の妥当性、改築コスト及び品質の妥当性・透明性
が求められる。（※１）
◆ケース２、３
　一括設計審査（全体設計）の対象となる可能性があり、補助事業費の確保に有効
であるが、補助手続きや会計検査対応等は従来通りである。（※１）

2
デューデリジェンスに必
要な情報の整理状況

◆全ケース共通
　主に施設情報（施設台帳、管路台帳等）、維持管理状況（維持管理年報等）、竣工
状況（竣工図書等）に関する情報が必要である。
◆ケース１
　主に共通で必要な情報に加え、ＳＭ計画の点検・調査計画の情報が必要である。
◆ケース２
　主にケース１で必要な情報に加え、ＳＭ計画の短期改築計画や事業計画の情報
が必要である。
◆ケース３
　主にケース２で必要な情報に加え、ＳＭ計画の長期改築事業シナリオや財務諸表
（損益計算書、貸借対照表等）の情報が必要である。

3
資金調達リスク、施設
管理リスクの移転

◆資金調達リスク
　ケース１、２では全て官側であり、ケース３では契約内容に基づき官民双方で分担
する。
◆ケース１、２
　契約範囲内で維持管理に関するリスクは民側に移転できる。
◆ケース３
　契約範囲内で維持管理に関するリスクに加え、老朽化リスクや経営リスクも民側に
移転できる。（※２）

4
事業体の執行体制（将
来の見通し含む）

◆事業体の現状及び将来の執行体制を踏まえて、委託すべき業務範囲を設定する
必要がある。

5 地域への貢献度

◆ケース１
　維持管理に関して、地元企業の活用に配慮することが望ましい。
◆ケース２、３
　維持管理、設計・改築工事（DB）に関して、地元企業の活用に配慮することが望ま
しい。

※１：改築事業をコンセッションに含めない場合は対象外（須崎市の例）
※２：一部の下水道施設が対象のコンセッションの場合は、事業体の経営リスクは民間に移転されない。（浜松市
の例）
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表 １-3 ケース０～３の官民連携手法の特徴 

官の役割 民の役割① 民の役割② 民の役割③ トップマネジメント
運営マネジメント

（企画調整）
トップマネジメント

運営マネジメント
（企画調整）

トップマネジメント
運営マネジメント

（企画調整）
運営マネジメント（一部）

（アドバイザー支援可） （アドバイザー支援可） 一般業務 （アドバイザー支援可） 一般業務 （アドバイザー支援可） 一般業務

トップマネジメント 政策判断 政策判断 政策判断

運営マネジメント 経営判断 経営判断 経営判断 経営計画

（企画調整） 設計 公権力行使 経営計画 公権力行使 経営計画 公権力行使 業務管理 経営計画

業務管理 業務管理 業務管理

維持管理（仕様） 維持管理（包括） 維持管理（包括） 維持管理（包括）

改築工事 設計・工事（仕様） 設計・工事（DB） 設計・工事

参加企
業数

技術提案
範囲

公平性

・企画調整、維持管理及び設計・工事まで複合的に行うことができるため、様々
な情報を一元的に管理・活用できるだけでなく、短期・長期的な視点で事業運営
できるため、事業の効率性が向上する。

・企画調整を複数年・一体的にアドバイザー支援を活用することにより、体制補
完を実現できる。

・民間の役割部分では最も体制補完が実現できる。

・企画調整、維持管理それぞれの範囲で業務を複合的に発注するため、ケース
０より事業の効率性が向上する。

・企画調整を複数年、複合的にアドバイザー支援を活用することにより、体制補
完を実現できる。

・企画調整、維持管理及び設計・工事まで複合的に行うことができるため、様々
な情報を一元的に管理・活用でき、事業の効率性が向上する。

・企画調整を複数年・一体的にアドバイザー支援を活用することにより、体制補
完を実現できる。

・企画調整の内、計画策定と維持管理、設計・工事が分離させているため、公平に民間事業者の参入が可能となる。

・企画調整、維持管理、設計・工事、それぞれで複合的かつ、複数年契約である
ため、参加できる企業数、参加機会が減少する。

・企画調整と、維持管理、設計・工事、それぞれ複合的かつ、複数年契約である
ため、参加できる企業数、参加機会が減少するため、競争性が低い。

・民間が対応可能な業務のほとんどを複合的かつ、長期契約となるため、参加
できる企業数、参加機会が極端に少なくなるため、競争性が低い。

・各業務が個別（分離）発注であるため、情報も分離され、他のケースより
も非効率となるだけでなく、発注作業が煩雑となる。

・各業務が個別（分離）、単年度契約であるため、参加できる企業数、参加
機会が増加する。

・基本的に５年ごとに維持管理計画、改築計画に基づき、維持管理、設計・工事
が行われ、１期目は既存計画に基いて公平に民間事業者の参入が可能である
が、２期目以降は計画策定した者が維持管理・改築工事を行うこととなる。

・経営、企画調査、維持管理、設計・工事まで、最も広範囲に渡って、技術提案
ができることから技術的な競争性が高い。

ケース２(契約年：５年程度）

・民間は、仕様書で決められた内容に基づき、官側の監督下で維持管理
或いは改築工事を行うため、裁量度が低い。

・個別業務を単年度で委託する官民連携（現状最も多い手法）

ケース３（契約年：20年程度）ケース１（契約年：５年程度）

・短期的な視点だけでなく、長期的な視点でも維持管理、改築工事それぞれの
範囲及び横断的な内容について裁量度が高い。

・維持管理の範囲で裁量度は高い。 ・維持管理及び改築工事の範囲で裁量度は高い。

・運営マネジメント（企画調整）、維持管理、それぞれの分野の業務を複数年（５
年程度）、複合的に委託する官民連携

・運営マネジメント（企画調整）と、維持管理、設計・工事、各々の分野の業務を
複数年（５年程度）、複合的に委託する官民連携

・運営マネジメントの一部、維持管理、設計・工事の業務を複数年（２０年程度）、
複合的に委託する官民連携（コンセッション）

ケース０（契約年：単年度）　※現状

・各業務内容が事前に明確になっており、官側でモニタリングをしっかりと行うこ
とが可能であれば透明性が高い。

・大規模な改築工事の場合、要求水準を満足しているかどうか正確にモニタリン
グすることが困難である。

（本ケースでは、官側で維持管理、設計・工事のモニタリングをする必要あり）

・長期契約となるため、事前に企画調整や設計・改築工事の内容を明確にする
ことができない。

・大規模の改築工事の場合、要求水準を満足しているかどうか正確にモニタリン
グすることが困難である。

・受託企業体の技術に片寄った改築工事となる可能性があるため、その内容及
び金額の妥当性を判断することが難しい。

（本ケースでは、官側で経営、企画調整（一部）、維持管理、設計・工事のモニタ
リングをする必要あり）

・性能規定による維持管理であるため、ケース０より提案範囲が広く、技術的な
競争性が高い。

・ケース１より更に業務範囲が広く、かつ性能規定であるため、提案範囲が更に
広く、技術的な競争性が高い。

・発注機会が少なくなるが、官側主導で維持管理、改築工事の企画調整を行う
ため、技術力の継承が可能である。

（本ケースでは、コンサルがアドバイザーとして官側の立場で支援するインセン
ティブが働くため、コンサルタントによる官の技術力継承支援も可能）

・各業務内容が事前に明確になっており、官側でモニタリングをしっかりと行うこ
とが可能であれば透明性が高い。

（本ケースでは、官側で維持管理のモニタリングをする必要あり）

・事業の競争性・透明性をある程度担保しつつ、事業の効率性は図ることを目的
とする場合に適したケース

・維持管理、設計・改築工事（DB）に関して、地域への貢献度（地元企業活用）に
配慮することが望ましい。

（大規模な改築工事が予定されていない場合に適している。）

・維持管理の範囲で責任・リスク分担を明確にする必要がある。

・維持管理と改築工事のどちらの原因で不具合が発生したか不明確な場合、官
側の責任・リスクとなる。

・経営、企画調整、維持管理、改築工事それぞれの範囲で責任・リスク分担を明
確にする必要がある。

・各業務横断的な原因で不具合が発生した場合でも責任・リスク分担が可能とな
る。

・業務規模が最も大きいため、受託企業の倒産リスク・業務不履行リスクも最も
大きくなる。

・発注機会が少なくなり、また、民側主導で維持管理、改築工事の企画調整を行
うケースである。

・民間からの報告を受けるだけだと、官の技術力は低下する恐れがある。

・事業期間中の官側によるモニタリングの強化、契約改定時期の対応をしっかり
と行い、官側で主体性をもって企画調査を検証できるかが課題。

（本ケースでは、コンサルがアドバイザーとして官側の立場で支援するインセン
ティブが働くため、コンサルタントによる官の技術力継承支援も可能）

・発注機会がほとんどなく、また、民側主導で維持管理、改築工事の企画調整を
行うケースである。

・民間からの報告を受けるだけだと、官の技術力は低下する恐れがある。

・事業期間中の官側によるモニタリングの強化、契約改定時期の対応をしっかり
と行い、官側で主体性をもって企画調査を検証できるかが課題。

（モニタリング強化にコンサル等第三者を活用することにより課題の解決が可能
であるが、モニタリングに対するインセンティブを向上する必要がある。）

・維持管理、設計・工事それぞれの範囲で責任・リスク分担を明確にする必要が
ある。

・維持管理と改築工事のどちらの原因で不具合が発生したか不明確な場合でも
責任・リスク分担が可能となる。

・業務規模が大きいため、受託企業の倒産リスク・業務不履行リスクが大きくな
る。

・事業の競争性・透明性及び官の技術力を担保しつつ、事業の効率性を図るこ
とを目的とする場合に適したケース

・維持管理に関して、地域への貢献度（地元企業活用）に配慮することが望まし
い。

（大規模な改築工事が予定されている場合に適している。）

・モニタリング（官の技術継承を含む）の実施体制、実施内容・方法がしっかりと
確立している場合や、対象施設の状況をしっかりと把握している場合に適してい
る。

・維持管理、設計・改築工事（DB）に関して、地域への貢献度（地元企業活用）に
配慮することが望ましい。

・各業務内容が事前に明確になっており、それぞれの業務が官側の監督
下で行われるため、透明性が高い。

・官側の責任・リスクが最も大きいケースであるが、すべての業務が官側
の監督下で行われるため、責任・リスク分担が明確である。

・業務の発注機会、業務内容の確認機会が頻繁にあるとともに、官側の監
督下で業務を進めるため、技術力の継承が可能である。

・官側の職員数が減少している中、本ケースで事業を実施することが困難
な事業体が増加している。

・ケース１から４のように官民連携を加速する必要がある。

・最も業務範囲が狭く、かつ仕様発注であるため、技術的な提案が限られ
る。

留意事項

項目

民間の裁量

事業の効率性・継続性

責任・リスク分担

事業の競争性

概要・特徴

事業の透明性

官の技術力継承
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A 団体（上水道） 
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【事業運営支援の事例（A 団体）】 

 

①事業概要 

項目 内容 

ⅰ）上水道 or 下水道 上水道（中規模事業体） 

ⅱ）基礎情報 1）現在の給水人口：280,000 人 

2）供用開始後年数：90 年 

3）職員数：70 人 

Ⅲ）保有施設 1）管路施設：約 800km、 

2）浄水施設：2 か所（現有能力 17,000m3/日） 

配水施設：46 池（貯留容量 55,000ｍ3） 

 

②事業運営支援業務を導入した背景と業務概要 

事業運営支援業務を導入した背景 

A 団体では、平成 21 年度には上水道の給水普及率は、ほぼ 100％となり、拡張の時代は終

わりを遂げた。今後は、人口減少による事業の非効率化や施設の老朽化の進展など、水道を

取り巻く時代や環境の変化に対応しつつ、安全・安心な水道水を将来にわたって安定して供

給し続ける取組みが求められている。 

そこで、A 団体ではこれらの課題に対応するため、厚生労働省の「新水道ビジョン」の政策

課題である「安全」、「強靭」、「持続」の観点を踏まえ、「A 団体水道事業ビジョン」の改訂を

予定していた。これに併せて、浄水場、ポンプ場、配水池等の送配水施設及び管路の施設更

新費用の抑制と平準化を図るために「施設更新計画」および「アセットマネジメント」の検

討を行うこととした。さらに、総務省から「経営戦略」の策定が求められていたため、上記

計画策定と併せて策定する必要があった。 

そこで、A 団体では、民間の技術力・マネジメント力を有効活用して各種事業計画の精度向

上を図るため、事業運営支援業務を導入した。 

 

項目 内容 

（a）ビジョン改訂業務 ビジョンの改訂業務 

（b）施設更新計画策定業務 1）将来の水需要予測業務 

2）施設の機能診断業務 

3）水道施設更新計画策定業務 

4）管路更新計画策定業務 

（c）アセットマネジメント検討

業務 

（b）の 1）～4）を踏まえた財政計画検討業務 

（d）経営戦略策定業務 （c）を踏まえた経営戦略策定業務 
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③対象業務範囲 

 
 

④実施工程 

 

  

発注作業 設計

業務監理 建設工事

発注作業 設計

業務監理 建設工事

保全管理計画 発注作業 保全作業

運転管理計画 監督・監視 運転作業

発注作業

監督・監視

：コンサルタントが支援可能な業務

：対象業務範囲

階層
政策判断 経営判断 経営計画 業務管理 一般業務

業務分野

人事・財務・庶務管理 事
業
運
営
方
針
・
組
織
体
制
等

財
政
計
画
・
ビ
ジ
ョ

ン
・

基
本
構
想
・
事
業
計
画
等
の
決
定

料
金
/
使
用
料
（

案
）

の
決
定

ビ
ジ
ョ

ン
・
基
本
構
想
等

事業計画
/AM計画

施
設
管
理

整備

新規整備

財政計画

予算・決算対応 経理事務

人事給与庶務 契約事務

補助金・企業債関係 資産情報整理

会計システム等の管理

更新/改築
更新計画
/改築計画

維持
管理

浄水場
/処理場等施設 維持管理

情報整備
管路施設 維持管理計画

広聴・広報管理 広聴・広報対応
議会対応 条例・規定案作成等 料金管理・苦情対応

整備計画

施設情報
システム
の管理

施設・
設備情報

整備

その他

防災・減災計画 災害復旧管理

維持管理
作業

住民対応
条例・規定等
の制定改廃

公権力の行使

排水設備等の指導

料金徴収・苦情受付
監査対応 料金システム等の管理

事業場排水の監理

災害査定資料作成
水安全計画 水質管理

給水装置関連
排水設備等の管理 事業場排水の指導

業務内容 １年目 ２年目

ビジョン改訂業務

将来の水需要予測業務

施設の機能診断業務

水道施設更新計画策定業務

管路更新計画策定業務

アセットマネジメント検討業務

経営戦略策定業務

施設更新計画

策定業務
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⑤メリット 

定性的なメリット 

・従来、個別に発注されていた「水道ビジョン改訂」「経営戦略策定」「施設更新計画」「管路

更新計画」「アセットマネジメント」を一括発注することで、各計画の整合性を図ることが

容易となった。 

・個別に発注された場合に必要となる各計画の整合性を確認するために要する時間も短縮す

ることが可能となった。 

・発注業務や工程管理面で、職員の業務負担を軽減することができた。 

 

定量的なメリット 

・複合発注により、設計協議や報告書作成、照査に係る費用や間接経費を削減することがで

き、見積ベースでは、約 10％の削減効果が見込まれている。 
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⑥コンサルタントからの提案 

今後の展開 

今後、対象業務範囲を現行よりも拡張（維持管理計画や防災・減災計画等）することで各

種計画の整合性を確保しつつ、効果的・効率的な計画を提案することが可能となる。これに

よって、事業体側がより適切な政策判断・経営判断を実行することが可能となる。 

 

（現行の対象業務範囲） 

 
 

 

（今後の対象業務範囲） 

 

発注作業 設計

業務監理 建設工事

発注作業 設計

業務監理 建設工事

保全管理計画 発注作業 保全作業

運転管理計画 監督・監視 運転作業

発注作業

監督・監視

：コンサルタントが支援可能な業務

：対象業務範囲

階層
政策判断 経営判断 経営計画 業務管理 一般業務

業務分野

人事・財務・庶務管理 事
業
運
営
方
針
・
組
織
体
制
等

財
政
計
画
・
ビ
ジ
ョ

ン
・

基
本
構
想
・
事
業
計
画
等
の
決
定

料
金
/
使
用
料
（

案
）

の
決
定

ビ
ジ
ョ

ン
・
基
本
構
想
等

事業計画
/AM計画

施
設
管
理

整備

新規整備

財政計画

予算・決算対応 経理事務

人事給与庶務 契約事務

補助金・企業債関係 資産情報整理

会計システム等の管理

更新/改築
更新計画
/改築計画

維持
管理

浄水場
/処理場等施設 維持管理

情報整備
管路施設 維持管理計画

広聴・広報管理 広聴・広報対応
議会対応 条例・規定案作成等 料金管理・苦情対応

整備計画

施設情報
システム
の管理

施設・
設備情報

整備

その他

防災・減災計画 災害復旧管理

維持管理
作業

住民対応
条例・規定等
の制定改廃

公権力の行使

排水設備等の指導

料金徴収・苦情受付
監査対応 料金システム等の管理

事業場排水の監理

災害査定資料作成
水安全計画 水質管理

給水装置関連
排水設備等の管理 事業場排水の指導

発注作業 設計

業務監理 建設工事

発注作業 設計

業務監理 建設工事

保全管理計画 発注作業 保全作業

運転管理計画 監督・監視 運転作業

発注作業

監督・監視

：コンサルタントが支援可能な業務

：対象業務範囲

階層
政策判断 経営判断 経営計画 業務管理 一般業務

業務分野

人事・財務・庶務管理 事
業
運
営
方
針
・
組
織
体
制
等

財
政
計
画
・
ビ
ジ
ョ

ン
・

基
本
構
想
・
事
業
計
画
等
の
決
定

料
金
/
使
用
料
（

案
）

の
決
定

ビ
ジ
ョ

ン
・
基
本
構
想
等

事業計画
/AM計画

施
設
管
理

整備

新規整備

財政計画

予算・決算対応 経理事務

人事給与庶務 契約事務

補助金・企業債関係 資産情報整理

会計システム等の管理

更新/改築
更新計画
/改築計画

維持
管理

浄水場
/処理場等施設 維持管理

情報整備
管路施設 維持管理計画

広聴・広報管理 広聴・広報対応
議会対応 条例・規定案作成等 料金管理・苦情対応

整備計画

施設情報
システム
の管理

施設・
設備情報

整備

その他

防災・減災計画 災害復旧管理

維持管理
作業

住民対応
条例・規定等
の制定改廃

公権力の行使

排水設備等の指導

料金徴収・苦情受付
監査対応 料金システム等の管理

事業場排水の監理

災害査定資料作成
水安全計画 水質管理

給水装置関連
排水設備等の管理 事業場排水の指導
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B 団体（上水道） 
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【事業運営支援の事例（B 団体）】 

 

①事業概要 

項目 内容 

ⅰ）上水道 or 下水道 上水道（中規模事業体） 

ⅱ）基礎情報 1）現在の給水人口：58,000 人 

2）供用開始後年数：約 90 年 

3）職員数：13 人 

Ⅲ）保有施設 1）管路施設：約 400km、 

2）浄水施設：5 か所（現有能力約 10,000m3/日） 

  配水施設：13 池（貯留容量約 18,000ｍ3） 

 

②事業運営支援業務を導入した背景と業務概要（本業務は複数計画一括発注） 

事業運営支援業務（複数計画一括発注）を導入した背景 

現行の水道事業ビジョンの計画期間が終了したことや水需要が減少傾向にあることから、

ビジョンの見直しに際し経営戦略の策定と、施設再編、アセットマネジメントを行う業務で

ある。 

施設再編検討については、中長期的な水需要予測を行い、将来水需要や水源方針、現状施

設状況（老朽化・耐震性）を踏まえて、配水区域の再編とそれに伴う施設整備計画を検討す

る。 

アセットマネジメント検討では、将来の更新需要を検討し、施設再編計画を反映させて中

長期的な財政収支見通しを検討する。 

なお、水道事業ビジョンにあわせて経営戦略を策定することとしており、今後 10 年間の投

資財政計画を検討する。 

水道事業ビジョン、経営戦略の策定には、アセットマネジメントや施設検討（水需要予

測・水源検討含む）が必要であり、業務間の関連性が高いことから、同時に発注することが

有効と B 団体側で判断された。 

ただし検討会を実施すること、1 年間では作業量として対応できないことから、これら複数

分野の業務を複数年で一括発注することとなった。 

なお、B 団体側は一括発注することでコスト削減効果を期待されていた。 

 

項目 内容 

施設計画 1）将来の水需要予測 

2）施設の統廃合検討 

3）水道施設及び水源更新計画 

4）管路更新計画 

アセットマネジメント アセットマネジメント検討 

水道事業ビジョン（改訂） 水道事業ビジョンの評価と新たなビジョンへの改訂 

経営戦略 経営戦略策定業務 

  

2-8



 
 

③対象業務範囲 

 
 

④実施工程 

 
  

発注作業 設計

業務監理 建設工事

発注作業 設計

業務監理 建設工事

保全管理計画 発注作業 保全作業

運転管理計画 監督・監視 運転作業

発注作業

監督・監視

：コンサルタントが支援可能な業務

：対象業務範囲

排水設備等の管理 事業場排水の指導
事業場排水の監理

災害査定資料作成
水安全計画 水質管理

給水装置関連 排水設備等の指導

料金徴収・苦情受付
監査対応 料金システム等の管理

その他

防災・減災計画 災害復旧管理

維持管理
作業

住民対応
条例・規定等
の制定改廃

公権力の行使 広聴・広報管理 広聴・広報対応
議会対応 条例・規定案作成等 料金管理・苦情対応

整備計画

施設情報
システム
の管理

施設・
設備情報

整備更新/改築
更新計画
/改築計画

維持
管理

浄水場
/処理場等施設 維持管理

情報整備
管路施設 維持管理計画

財政計画

予算・決算対応 経理事務

人事給与庶務 契約事務

補助金・企業債関係 資産情報整理

会計システム等の管理

人事・財務・庶務管理 事
業
運
営
方
針
・
組
織
体
制
等

財
政
計
画
・
ビ
ジ
ョ

ン
・

基
本
構
想
・
事
業
計
画
等
の
決
定

料
金
/
使
用
料
（

案
）

の
決
定

ビ
ジ
ョ

ン
・
基
本
構
想
等

事業計画
/AM計画

施
設
管
理

整備

新規整備

階層
政策判断 経営判断 経営計画 業務管理 一般業務

業務分野

業務内容 １年目 ２年目

将来の水需要予測

施設の統廃合検討

水道施設及び水源更新計画

管路更新計画

アセットマネジメント

水道事業ビジョン（改訂）

経営戦略策定業務

施設更新計画

策定業務
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⑤メリット 

定性的なメリット 

・従来、個別に発注されていた「水道事業ビジョン改訂」「経営戦略策定」「施設更新計画」

「管路更新計画」「アセットマネジメント」を一括発注することで、各計画の整合性を図る

ことが容易となった。また担当者とも 2 か年にわたりコミュニケーション可能なことから業

務遂行がスムーズとなった。 

・個別に発注された場合に必要となる各計画の整合性を確認するために要する時間も短縮す

ることが可能となった。 

・事業体の発注にかかる作業の軽減が図られた。 

 

定量的なメリット 

・複合発注により、設計協議や報告書作成、照査に係る費用や間接経費を削減することがで

き、見積ベースでは、約 10％の削減効果が見込まれている。 
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⑥コンサルタントからの提案 

今後の展開 

今後、対象業務範囲を現行よりも拡張（維持管理計画や防災・減災計画等）することで各

種計画の整合性を確保しつつ、効果的・効率的な計画を提案することが可能となる。これに

よって、事業体側がより適切な政策判断・経営判断を実行することが可能となる。 

 

（現行の対象業務範囲） 

 
 

 

（今後の対象業務範囲） 

 
 

発注作業 設計

業務監理 建設工事

発注作業 設計

業務監理 建設工事

保全管理計画 発注作業 保全作業

運転管理計画 監督・監視 運転作業

発注作業

監督・監視

：コンサルタントが支援可能な業務

：対象業務範囲

排水設備等の管理 事業場排水の指導
事業場排水の監理

災害査定資料作成
水安全計画 水質管理

給水装置関連 排水設備等の指導

料金徴収・苦情受付
監査対応 料金システム等の管理

その他

防災・減災計画 災害復旧管理

維持管理
作業

住民対応
条例・規定等
の制定改廃

公権力の行使 広聴・広報管理 広聴・広報対応
議会対応 条例・規定案作成等 料金管理・苦情対応

整備計画

施設情報
システム
の管理

施設・
設備情報

整備更新/改築
更新計画
/改築計画

維持
管理

浄水場
/処理場等施設 維持管理

情報整備
管路施設 維持管理計画

財政計画

予算・決算対応 経理事務

人事給与庶務 契約事務

補助金・企業債関係 資産情報整理

会計システム等の管理

人事・財務・庶務管理 事
業
運
営
方
針
・
組
織
体
制
等

財
政
計
画
・
ビ
ジ
ョ

ン
・

基
本
構
想
・
事
業
計
画
等
の
決
定

料
金
/
使
用
料
（

案
）

の
決
定

ビ
ジ
ョ

ン
・
基
本
構
想
等

事業計画
/AM計画

施
設
管
理

整備

新規整備

階層
政策判断 経営判断 経営計画 業務管理 一般業務

業務分野

発注作業 設計

業務監理 建設工事

発注作業 設計

業務監理 建設工事

保全管理計画 発注作業 保全作業

運転管理計画 監督・監視 運転作業

発注作業

監督・監視

：コンサルタントが支援可能な業務

：対象業務範囲

階層
政策判断 経営判断 経営計画 業務管理 一般業務

業務分野

人事・財務・庶務管理 事
業
運
営
方
針
・
組
織
体
制
等

財
政
計
画
・
ビ
ジ
ョ

ン
・

基
本
構
想
・
事
業
計
画
等
の
決
定

料
金
/
使
用
料
（

案
）

の
決
定

ビ
ジ
ョ

ン
・
基
本
構
想
等

事業計画
/AM計画

施
設
管
理

整備

新規整備

財政計画

予算・決算対応 経理事務

人事給与庶務 契約事務

補助金・企業債関係 資産情報整理

会計システム等の管理

更新/改築
更新計画
/改築計画

維持
管理

浄水場
/処理場等施設 維持管理

情報整備
管路施設 維持管理計画

広聴・広報管理 広聴・広報対応
議会対応 条例・規定案作成等 料金管理・苦情対応

整備計画

施設情報
システム
の管理

施設・
設備情報

整備

その他

防災・減災計画 災害復旧管理

維持管理
作業

住民対応
条例・規定等
の制定改廃

公権力の行使

排水設備等の指導

料金徴収・苦情受付
監査対応 料金システム等の管理

事業場排水の監理

災害査定資料作成
水安全計画 水質管理

給水装置関連
排水設備等の管理 事業場排水の指導
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C 団体（上水道） 
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【事業運営支援の事例（C 団体）】 

 

①事業概要 

項目 内容 

ⅰ）上水道 or 下水道 上水道（小規模事業体） 

ⅱ）基礎情報 1）現在の給水人口：約 30 千人 

2）計画給水人口：約 29 千人  

3）供用開始後年数：約 90 年  

4）職員数：約 20 人 

Ⅲ）保有施設 1）管路施設：約 281 ㎞ 

2）浄水施設： 39 施設 

3.）配水池：46 池 
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②事業運営支援業務を導入した背景と業務概要 

事業運営支援業務を導入した背景 

C 団体は、発足時に旧市町村の水道事業を引き継ぎ現在に至っているため、各々水道事業

は、合併前に計画した単独の事業形態となっている。現在、C 団体水道事業では、今後住民に

安心で安定した給水を持続的に行っていくために、多様化する社会情勢の変化を反映し、よ

り効率的な水道事業運営を継続していく為のマスタープランを策定する必要がある。 

市町村合併当時から事業環境は大きく変化しており、人口減少や節水機器の浸透により水

需要の低迷が続いている。一方で、水道施設や管路の老朽化により更新需要が増大するな

ど、厳しい経営状況が続いている。その他、職員数の減少、技術継承と人材育成、大規模災

害やテロ等を踏まえた危機管理体制の構築など、様々な課題がある。 

C 団体水道事業の目指すべき将来像を示し、今後これらの課題にどのように取り組むかを定

めたマスタープランとして、「C 団体水道ビジョン及び経営戦略」（以下、「ビジョン」とす

る）を策定することとした。 

 

項目 内容 

○水道ビジョン策定 業務指標による現状分析・評価を通じて C 団体の水道事業の

将来像を設定した後、整備課題に対する目標および達成期間

の検討から適切な目標水準を設定した。引き続き、C 団体の

実態に即した目標を効率的かつ着実に達成するため、水道事

業の内部環境、外部環境を踏まえた総合的な観点から、施設

整備計画、施設及び事務管理計画、緊急時対策、環境保全計

画など、業務の効率化と経営基盤の強化を立案・検討し、水

道ビジョンを作成。 

○経営戦略策定 最新の需要実績にもとづく将来の水需要および料金収入、施

設および組織の将来見通しを整理し、経営上の課題解決に資

する投資・財政計画の策定を通じて経営戦略を策定。経営戦

略改定後の進捗管理や見直し等の事後検証についても検討手

法を提案。 

○委員会の運営支援 水道ビジョン、経営戦略を策定するに当たり、策定内容を検

討するために設置する、C 団体水道ビジョン・経営戦略策定

検討委員会（以下「委員会」という。）における資料作成等

を支援し、オブザーバーとして出席。 
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③対象業務範囲 

 
 

④実施工程 

分類 業務内容 1 年目 2 年目 

水道ビジョン策定 現状分析・評価   

将来像の設定   

目標水準の設定および課題の整理   

実現方策の検討   

水道ビジョンの作成   

経営戦略策定 事業概要の整理   

将来の事業環境の整理・設定   

経営の基本方針の設定   

投資・財政計画（事業計画）の検討   

経営戦略の事後検証、更新   

経営戦略の作成   

委員会の運営支援 委員会の運営支援、アンケート調査、パブリ
ックコメント業務支援、庁内会議の運営支援 

  

⑤メリット 

発注作業 設計

業務監理 建設工事

発注作業 設計

業務監理 建設工事

保全管理計画 発注作業 保全作業

運転管理計画 監督・監視 運転作業

発注作業

監督・監視

：コンサルタントが支援可能な業務

：対象業務範囲

排水設備等の管理 事業場排水の指導
事業場排水の監理

災害査定資料作成
水安全計画 水質管理

給水装置関連 排水設備等の指導

料金徴収・苦情受付
監査対応 料金システム等の管理

その他

防災・減災計画 災害復旧管理

維持管理
作業

住民対応
条例・規定等
の制定改廃

公権力の行使 広聴・広報管理 広聴・広報対応
議会対応 条例・規定案作成等 料金管理・苦情対応

整備計画

施設情報
システム
の管理

施設・
設備情報

整備更新/改築
更新計画
/改築計画

維持
管理

浄水場
/処理場等施設 維持管理

情報整備
管路施設 維持管理計画

財政計画

予算・決算対応 経理事務

人事給与庶務 契約事務

補助金・企業債関係 資産情報整理

会計システム等の管理

人事・財務・庶務管理 事
業
運
営
方
針
・
組
織
体
制
等

財
政
計
画
・
ビ
ジ
ョ

ン
・

基
本
構
想
・
事
業
計
画
等
の
決
定

料
金
/
使
用
料
（

案
）

の
決
定

ビ
ジ
ョ

ン
・
基
本
構
想
等

事業計画
/AM計画

施
設
管
理

整備

新規整備

階層
政策判断 経営判断 経営計画 業務管理 一般業務

業務分野

投
資
・
財
政
計
画
︵
事
業
計
画
︶
の
検
討
と
の
整
合
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定性的なメリット 

  業務の包括化・複数年契約化により、業務の受託者間調整が不要となり、業務間の効率

化やリスク軽減に繋がることが期待される。 

  「水道事業ビジョン」と「経営戦略」は、議会・住民・専門委員会（審議会）での合意

形成や記載内容の相互活用・反映の面で包括的な委託により整合性や審議会運営面でも

メリットが大きい。 

 

定量的なメリット 

・複合発注により、設計協議や庁内協議、審議会対応に係る費用や間接経費を削減すること

ができ、見積ベースでは、約 17％の削減効果が見込まれている。 
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⑥今後の展開 

今後の展開 

次期経営戦略の見直しにあたっては、安全な水の供給を確実にする水道システムを構築す

る「水安全計画」の策定に加え、AM 計画※の策定や料金改定の検討を通じた収支ギャップ解

消のための投資財政計画の精度向上図るとともに、各施策※の実施について官民連携手法の導

入検討を踏まえたより効果的な経営戦略の策定を目指します。 
※AM 計画では構造物、管路、設備の整備優先順位等にも配慮した計画立案により精度向上を目指します。 
防災・減災の分野においては、応急活動マニュアルの整備において、応急復旧マニュアル、応急給水マニ

ュアルの作成を通じて発災時の速やかな復旧に資することを目指します。 

  

 

  

政策判断

（一部、補完コンサルタントへシフト）

（一部、補完コンサルタントへシフト）

（一部、補完コンサルタントへシフト）

O K

O K

O K

O K

O K

O K

O K

◆１期目（2年間のパッケージ業務）

◆2期目提案（3年間のパッケージ業務）

調査設計 調査設計 調査設計 調査設計 調査設計 調査設計 調査設計 調査設計 調査設計 調査設計

建設会社 施工 施工 施工 施工 施工 施工 施工 施工 施工 施工

維持管理会社
（管路）

維持管理 維持管理 維持管理 維持管理 維持管理 維持管理 維持管理 維持管理 維持管理 維持管理

維持管理会社
（浄水場等）

維持管理 維持管理 維持管理 維持管理 維持管理 維持管理 維持管理 維持管理 維持管理 維持管理

－２年目 －１年目 １年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目 ７年目－３年目

事
業
体

　※体制はこれまでどおり

経営判断

経営計画 　※体制はこれまでどおり

業務管理 　※体制はこれまでどおり

一般業務 　※体制はこれまでどおり

事業運営支援
コンサルタント

保全管理計画

コンサルタント
（補助者）

事業計画

各種計画立案

各種システム構築

事業計画見直し

料金改定検討業務

水安全計画

官民連携導入支援

防災・減災計画

整備計画見直し
（更新計画含）

保全管理計画
見直し

運転管理計画
見直し

維持管理計画
見直し

防災・減災計画
見直し

　※体制はこれまでどおり

財政計画
（経営戦略）

水道ビジョン

運転管理計画

維持管理計画

財政計画
（経営戦略）見直し

整備計画
（更新計画含）

ＡＭ計画

移行期間

移行期間

複数年・複合的業務

（第1期目）

複数年・複合的業務

（第2期目）

移行期間
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（現行の対象業務範囲） 

 

 
 

 

 

（今後の対象業務範囲） 

 
 

発注作業 設計

業務監理 建設工事

発注作業 設計

業務監理 建設工事

保全管理計画 発注作業 保全作業

運転管理計画 監督・監視 運転作業

発注作業

監督・監視

：コンサルタントが支援可能な業務

：対象業務範囲

排水設備等の管理 事業場排水の指導
事業場排水の監理

災害査定資料作成
水安全計画 水質管理

給水装置関連 排水設備等の指導

料金徴収・苦情受付
監査対応 料金システム等の管理

その他

防災・減災計画 災害復旧管理

維持管理
作業

住民対応
条例・規定等
の制定改廃

公権力の行使 広聴・広報管理 広聴・広報対応
議会対応 条例・規定案作成等 料金管理・苦情対応

整備計画

施設情報
システム
の管理

施設・
設備情報

整備更新/改築
更新計画
/改築計画

維持
管理

浄水場
/処理場等施設 維持管理

情報整備
管路施設 維持管理計画

財政計画

予算・決算対応 経理事務

人事給与庶務 契約事務

補助金・企業債関係 資産情報整理

会計システム等の管理

人事・財務・庶務管理 事
業
運
営
方
針
・
組
織
体
制
等

財
政
計
画
・
ビ
ジ
ョ

ン
・

基
本
構
想
・
事
業
計
画
等
の
決
定

料
金
/
使
用
料
（

案
）

の
決
定

ビ
ジ
ョ

ン
・
基
本
構
想
等

事業計画
/AM計画

施
設
管
理

整備

新規整備

階層
政策判断 経営判断 経営計画 業務管理 一般業務

業務分野

発注作業 設計

業務監理 建設工事

発注作業 設計

業務監理 建設工事

保全管理計画 発注作業 保全作業

運転管理計画 監督・監視 運転作業

発注作業

監督・監視

：コンサルタントが支援可能な業務

：対象業務範囲

排水設備等の管理 事業場排水の指導
事業場排水の監理

災害査定資料作成
水安全計画 水質管理

給水装置関連 排水設備等の指導

料金徴収・苦情受付
監査対応 料金システム等の管理

その他

防災・減災計画 災害復旧管理

維持管理
作業

住民対応
条例・規定等
の制定改廃

公権力の行使 広聴・広報管理 広聴・広報対応
議会対応 条例・規定案作成等 料金管理・苦情対応

整備計画

施設情報
システム
の管理

施設・
設備情報

整備更新/改築
更新計画
/改築計画

維持
管理

浄水場
/処理場等施設 維持管理

情報整備
管路施設 維持管理計画

財政計画

予算・決算対応 経理事務

人事給与庶務 契約事務

補助金・企業債関係 資産情報整理

会計システム等の管理

人事・財務・庶務管理 事
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・
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D 団体（上水道） 
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【事業運営支援の事例（D 団体）】 

 

①事業概要 

項目 内容 

ⅰ）上水道 or 下水道 水道（小規模事業体） 

ⅱ）基礎情報 1） 現在給水人口：－（用水供給事業） 

給水対象 5 市、給水量（一日平均）約 75 万 m3／日 

2）計画給水人口：－ 

3）職員数：231 人（臨時・嘱託職員除く） 

Ⅲ）保有施設 1）管路施設：導送水管合計 約 185km  

2）主な施設：取水場・浄水場各 2 か所の他、ポンプ場、調

整池 

 

②事業運営支援業務を導入した背景と業務概要 

事業運営支援業務を導入した背景 

現行の危機管理対策を評価した先行業務を踏まえ、危機管理対策の基本的な方針の検討及

び策定支援、ＢＣＰ策定支援（教育・訓練計画、維持改善計画などＢＣＰに必要な資料の作

成）、危機管理対応プログラム等の修正方針の検討を行った。その成果を踏まえて、「危機管

理対策基本計画書」の改定について検討支援を行い、さらに、危機管理対応プログラムの改

定及び当該マニュアル類の再構築検討支援、それらにもとづいた危管理訓練の検討及び訓練

計画の策定支援を行った。 

一連の危機管理に関する評価・検討及び計画策定支援を行うために、相互の関連、成果を

受けた次への展開などを円滑に進展させるために事業運営支援業務を導入した。 

 

項目 内容 

（a）ビジョン・基本構想関連

業務 

1）危機管理対策見直し検討支援業務委託 

2）危機管理対策見直し検討支援業務委託その２ 

 

 

（b）業務支援 （a）の 1）～2）に係る業務支援 
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③対象業務範囲 

 
 

④実施工程 

 

  

発注作業 設計

業務監理 建設工事

発注作業 設計

業務監理 建設工事

保全管理計画 発注作業 保全作業

運転管理計画 監督・監視 運転作業

発注作業

監督・監視

：コンサルタントが支援可能な業務

：対象業務範囲

排水設備等の管理 事業場排水の指導
事業場排水の監理

災害査定資料作成
水安全計画 水質管理

給水装置関連 排水設備等の指導

料金徴収・苦情受付
監査対応 料金システム等の管理

その他

防災・減災計画 災害復旧管理

維持管理
作業

住民対応
条例・規定等
の制定改廃

公権力の行使 広聴・広報管理 広聴・広報対応
議会対応 条例・規定案作成等 料金管理・苦情対応

整備計画

施設情報
システム
の管理

施設・
設備情報
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浄水場
/処理場等施設 維持管理

情報整備
管路施設 維持管理計画

財政計画

予算・決算対応 経理事務

人事給与庶務 契約事務

補助金・企業債関係 資産情報整理

会計システム等の管理
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⑤メリット 

定性的なメリット 

・職員自らが計画等の策定プロセスの中に支援業務を組み込むことで、通常のプロセスと異

なるワークショップや学識経験者等の意見の取入れを円滑に行うことができた。さらに、研

修的な意味を持たせることで職員のレベルアップにもつながった。 

・危機管理訓練の運営支援により、職員は訓練側に専念することができた。 

・前年度にワークショップで検討した事業継続（BCP）を訓練により検証することで、問題や

課題を明らかにすることができ、継続的な改善（PDCA サイクル）にも取り組むことができ

た 

 

定量的なメリット 

・継続業務とすることで委託業務費の削減が期待できる。 
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⑥今後の展開 

今後の展開 

危機管理分野に留まらず、計画策定⇒見直し及び業務管理に拡張していくことが考えられ

る。 

 

（今後の対象業務範囲） 

 
 

発注作業 設計

業務監理 建設工事

発注作業 設計

業務監理 建設工事

保全管理計画 発注作業 保全作業

運転管理計画 監督・監視 運転作業

発注作業

監督・監視

：コンサルタントが支援可能な業務

：対象業務範囲

排水設備等の管理 事業場排水の指導
事業場排水の監理

災害査定資料作成
水安全計画 水質管理

給水装置関連 排水設備等の指導

料金徴収・苦情受付
監査対応 料金システム等の管理

その他

防災・減災計画 災害復旧管理

維持管理
作業

住民対応
条例・規定等
の制定改廃

公権力の行使 広聴・広報管理 広聴・広報対応
議会対応 条例・規定案作成等 料金管理・苦情対応

整備計画

施設情報
システム
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情報整備
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財政計画

予算・決算対応 経理事務

人事給与庶務 契約事務

補助金・企業債関係 資産情報整理

会計システム等の管理
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E 団体（上水道） 
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【事業運営支援の事例（E 団体）】 

 

①事業概要 

項目 内容 

ⅰ）上水道 or 下水道 水道（小規模事業体） 

ⅱ）基礎情報 1）現在給水人口：26,522 人（2019 年度末） 

2）計画給水人口：30,000 人 

3）職員数：11 人（臨時・嘱託職員除く） 

Ⅲ）保有施設 1）管路施設：導送配水管合計 約 219km 

2）主な施設：浄水場 2 か所 

 

②事業運営支援業務を導入した背景と業務概要 

事業運営支援業務を導入した背景 

上水道職員と住民が有機的に連携しながら E 団体水道ビジョンで掲げた基本理念を実現す

るための経営戦略を策定したが、この経営戦略の進捗管理としてモニタリングを実施し、「投

資・財政計画」と実績の乖離の検証、将来予測方法や「収支ギャップ」の解消に向けた取組

等の検証、必要な見直しを行った。 

その際に、経営戦略の趣旨を十分に理解し進捗管理・検証を円滑に実施し、さらにワーク

ショップを通じて住民とかかわりを持ち信頼感を醸成するため、水道事業者の立場に近い位

置で支援できる業務形態とした。 

 

項目 内容 

（a）ビジョン・基本構想関連

業務 

1）水道事業経営戦略策定及び検討会運営支援業務 

2）水道事業経営戦略モニタリング業務 

 

 

（b）業務支援 （a）の 1）～2）に係る業務支援 
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③対象業務範囲 

 
 

④実施工程 

 

  

発注作業 設計

業務監理 建設工事

発注作業 設計

業務監理 建設工事

保全管理計画 発注作業 保全作業

運転管理計画 監督・監視 運転作業

発注作業

監督・監視

：コンサルタントが支援可能な業務

：対象業務範囲

排水設備等の管理 事業場排水の指導
事業場排水の監理

災害査定資料作成
水安全計画 水質管理

給水装置関連 排水設備等の指導

料金徴収・苦情受付
監査対応 料金システム等の管理

その他

防災・減災計画 災害復旧管理

維持管理
作業

住民対応
条例・規定等
の制定改廃

公権力の行使 広聴・広報管理 広聴・広報対応
議会対応 条例・規定案作成等 料金管理・苦情対応

整備計画

施設情報
システム
の管理

施設・
設備情報

整備更新/改築
更新計画
/改築計画

維持
管理

浄水場
/処理場等施設 維持管理

情報整備
管路施設 維持管理計画

財政計画

予算・決算対応 経理事務

人事給与庶務 契約事務

補助金・企業債関係 資産情報整理

会計システム等の管理
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・
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⑤メリット 

定性的なメリット 

・需給の実績とのかい離状況、投資計画の進捗状況を確認し、財政計画への影響を整理する

ことで、経営戦略の進捗管理を行い、支援する立場ではあるが第三者的な視点を持って必要

な見直しを提案できた。 

・進捗管理方法について、事業者の想定に縛られることなく、住民参加ワークショップの意

見を取り入れ易かった。 

 

定量的なメリット 

・モニタリング業務は、経営戦略で策定した「投資・財政計画」の進捗管理を行うものであ

り、費用面での削減効果等を検証するものではないため、定量的な効果は示せない。 
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⑥今後の展開 

今後の展開 

計画策定⇒モニタリング⇒計画見直しのサイクルを定期化していくことが考えられ、さら

に、より上流側の「経営判断」に拡張していくことも考えられる。 

 

（今後の対象業務範囲） 

 
 

発注作業 設計

業務監理 建設工事

発注作業 設計

業務監理 建設工事

保全管理計画 発注作業 保全作業

運転管理計画 監督・監視 運転作業

発注作業

監督・監視

：コンサルタントが支援可能な業務

：対象業務範囲

排水設備等の管理 事業場排水の指導
事業場排水の監理

災害査定資料作成
水安全計画 水質管理

給水装置関連 排水設備等の指導

料金徴収・苦情受付
監査対応 料金システム等の管理

その他

防災・減災計画 災害復旧管理

維持管理
作業

住民対応
条例・規定等
の制定改廃

公権力の行使 広聴・広報管理 広聴・広報対応
議会対応 条例・規定案作成等 料金管理・苦情対応

整備計画

施設情報
システム
の管理

施設・
設備情報

整備更新/改築
更新計画
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維持
管理

浄水場
/処理場等施設 維持管理

情報整備
管路施設 維持管理計画

財政計画

予算・決算対応 経理事務

人事給与庶務 契約事務

補助金・企業債関係 資産情報整理

会計システム等の管理
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F 団体（下水道） 
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【事業運営支援の事例（F 団体）】 

 

①事業概要 

項目 内容 

ⅰ）上水道 or 下水道 下水道（中規模事業体） 

ⅱ）基礎情報 1）現在の処理人口：約 500 千人 

2）計画処理人口：約 530 千人  

3）供用開始後年数：約 60 年  

4）職員数：約 70 人 

Ⅲ）保有施設 1）管路施設：管きょ約 1,300km、 

2）処理場施設：中継ポンプ場 21 か所、 

マンホールポンプ場 54 か所 

 

②事業運営支援業務を導入した背景と業務概要 

事業運営支援業務を導入した背景 

汚水整備、浸水対策、管きょ・ポンプ場再構築は F 団体の重点施策であるが、特定計画に

よる抜本的な見直しを控えていた。同時にこれらの施策を一体的に捉えた下水道経営方針の

検討が求められており、各施策との整合や精度の高い事業計画をインプット情報とした下水

道ビジョンの策定が要請されていた。 

このような背景の下、各施策方針を定めるとともに、管理体制（人）、施設管理（モノ）、

経営管理（カネ）の一体マネジメントに基づく下水道経営の基本方針を示す『下水道ビジョ

ン』を策定するための包括的な業務が実施された。 

 

項目 内容 

○下水道ビジョン 現状・課題分析、基本方針・目標設定、具体的施策優先度・

スケジュール設定、財政計画検討、進行管理方針設定）、下

水道ビジョン案策定、下水道ビジョン公表支援 

○汚水処理施設整備検討 現状・課題分析、未普及対策地域の対策優先度検討、処理

区・未普及解消手法の設定、目標達成度評価手法の検討 

○浸水対策検討 現状・課題分析、地域ごとの整備目標と対策優先度の設定、

中長期の対策計画作成、目標達成度評価手法の検討 

○管路・ポンプ場施設再構築

検討 

現状・課題分析、目標設定、対策優先度の考え方整理、維持

管理・改築計画作成、目標達成度評価手法検討 
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③対象業務範囲 

 
 

④実施工程 

分類 業務内容 1 年目 2 年目 3 年目 

下 水 道 ビ ジ ョ
ン 

現状・課題分析、基本方針・目
標設定 

   

具体的施策優先度・スケジュー
ル設定、財政計画検討 

   

進行管理方針設定、下水道ビジ
ョン案策定 

   

下水道ビジョン公表支援    

汚水処理施設
整備検討 

現状・課題分析、未普及対策地
域の対策優先度検討 

   

処理区・未普及解消手法の設定    

目標達成度評価手法の検討    

浸水対策検討 現状・課題分析、整備目標と対
策優先度の設定 

   

中⾧期の対策計画作成、    

目標達成度評価手法の検討    

管路・ポンプ場
施 設 再 構 築 検
討 

現状・課題分析、目標設定    

対策優先度の考え方整理、維持
管理・改築計画作成 

   

目標達成度評価手法検討    

発注作業 設計

業務監理 建設工事

発注作業 設計

業務監理 建設工事

保全管理計画 発注作業 保全作業

運転管理計画 監督・監視 運転作業

発注作業

監督・監視

：コンサルタントが支援可能な業務

：対象業務範囲

排水設備等の管理 事業場排水の指導
事業場排水の監理

災害査定資料作成
水安全計画 水質管理

給水装置関連 排水設備等の指導

料金徴収・苦情受付
監査対応 料金システム等の管理

その他

防災・減災計画 災害復旧管理

維持管理
作業

住民対応
条例・規定等
の制定改廃

公権力の行使 広聴・広報管理 広聴・広報対応
議会対応 条例・規定案作成等 料金管理・苦情対応

整備計画

施設情報
システム
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施設・
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整備更新/改築
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/改築計画

維持
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財政計画

予算・決算対応 経理事務

人事給与庶務 契約事務

補助金・企業債関係 資産情報整理

会計システム等の管理
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政策判断 経営判断 経営計画 業務管理 一般業務

業務分野
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⑤メリット 

定性的なメリット 

  業務の包括化・複数年契約化により、業務の受託者間調整が不要となり、業務間の効率

化やリスク軽減につながることが期待される。 

  受託者が一連の業務の中で重要施策の検討から下水道ビジョンの検討を実施するため、

内部調整資料、公表資料においても、特定計画の特性を網羅した質の高いアウトプット

を短期間で提供することが可能となっている。 

 

定量的なメリット 

・複合発注により、設計協議や報告書作成、照査に係る費用や間接経費を削減することがで

き、見積ベースでは、3％の削減効果が見込まれている。 
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⑥今後の展開 

今後の展開 

今後、下水道ビジョンの実現にあたり、事業体側がより適切な政策判断・経営判断を実行

するために、予算執行管理を通じた複数年・複合的な官民連携手法（事業運営支援）導入の

可能性について検討していく。 

期待される効果について下記に例示する。 
  毎年の重点施策実施における技術的評価と合わせた予算執行計画の策定支援を通じたよりコストパフ

ォーマンスの高い事業の実施 
  毎年の点検・調査結果に基づくリスク評価結果を通じた点検・調査範囲の見直しによる、より効率的

な点検・調査の実施 
  毎年の業務執行・評価支援業務と合わせた一体的業務発注により、実態に即した、より効果的な下水

道ビジョン見直し計画を策定 

  

 

  

政策判断

（一部、補完コンサルタントへシフト）

（一部、補完コンサルタントへシフト）

予算執行・
毎年の事
業計画策
定支援

予算執行・
毎年の事
業計画策
定支援

予算執行・
毎年の事
業計画策
定支援

予算執行・
毎年の事
業計画策
定支援

予算執行・
毎年の事
業計画策
定支援

整備・維持
管理・改築
事業発注・
監理支援

整備・維持
管理・改築
事業発注・
監理支援

整備・維持
管理・改築
事業発注・
監理支援

整備・維持
管理・改築
事業発注・
監理支援

整備・維持
管理・改築
事業発注・
監理支援

◆１期目提案（3年間のパッケージ業務）
翌年度事
業計画

◆2期目提案（5年間のパッケージ業務）

ストマネ
実施方針

ストマネ
実施計画

調査設計 調査設計 調査設計 調査設計 調査設計 調査設計 調査設計 調査設計 調査設計 調査設計 調査設計

建設会社 施工 施工 施工 施工 施工 施工 施工 施工 施工 施工 施工

維持管理会社
（管渠）

維持管理 維持管理 維持管理 維持管理 維持管理 維持管理 維持管理 維持管理 維持管理 維持管理 維持管理

維持管理会社
（P場）

維持管理 維持管理 維持管理 維持管理 維持管理 維持管理 維持管理 維持管理 維持管理 維持管理 維持管理

下水道ビジョン

改築計画

整備計画

コンサルタント
（補助者）

事業計画

各種調査・計画立案

（維持管理計画を含む）

各種システム構築

財政計画

事
業
体

　※体制はこれまでどおり

経営判断

経営計画 　※体制はこれまでどおり

　※体制はこれまでどおり

業務管理

一般業務

　※体制はこれまでどおり

４年目 ５年目 ６年目 ７年目 ８年目３年目

　※体制はこれまでどおり

－３年目 －２年目 －１年目 １年目 ２年目

ストマネ計画（管路・
ポンプ場）見直し
施設・情報管理計画

事業運営支援
コンサルタント

事業計画

毎年の業務管理支援

　　　　　　施設情報システム管理

財政計画
（経営戦略）見直し

整備計画
（汚水・雨水）見直し

下水道ビジョン見直し

移行期間

移行期間

複数年・複合的業務

（第1期目）

複数年・複合的業務

（第2期目）

毎年の業務管理

支援結果に基づく

効率的なビジョン

見直し

発注支援

事業実施

状況監視

支援

SM計画を包括化
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（現行の対象業務範囲） 

 
 

 

（今後の対象業務範囲） 
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保全管理計画 発注作業 保全作業

運転管理計画 監督・監視 運転作業

発注作業

監督・監視

：コンサルタントが支援可能な業務

：対象業務範囲

排水設備等の管理 事業場排水の指導
事業場排水の監理
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水安全計画 水質管理

給水装置関連 排水設備等の指導

料金徴収・苦情受付
監査対応 料金システム等の管理

その他
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人事給与庶務 契約事務

補助金・企業債関係 資産情報整理

会計システム等の管理

人事・財務・庶務管理 事
業
運
営
方
針
・
組
織
体
制
等

財
政
計
画
・
ビ
ジ
ョ

ン
・

基
本
構
想
・
事
業
計
画
等
の
決
定

料
金
/
使
用
料
（

案
）

の
決
定

ビ
ジ
ョ

ン
・
基
本
構
想
等

事業計画
/AM計画

施
設
管
理

整備

新規整備

階層
政策判断 経営判断 経営計画 業務管理 一般業務
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G 団体（下水道） 
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【事業運営支援の事例（G 団体）】 

 

①事業概要 

項目 内容 

ⅰ）上水道 or 下水道 下水道（中規模事業体） 

ⅱ）基礎情報 1）現在の処理人口：129,000 人 

2）計画処理人口 ：130,000 人 

3）供用開始後年数：42 年 

4）職員数：23 人 

Ⅲ）保有施設 1）管路施設：管きょ約 600km、 

2）ポンプ場施設：20 箇所 

マンホールポンプ場：80 箇所 

 

②事業運営支援業務を導入した背景と業務概要 

事業運営支援業務を導入した背景 

本業務は、流域関連公共下水道における全体計画および都市計画並びに事業計画の変更業

務である。変更理由は、汚水処理構想の結果、人口減少に伴い集合処理区域から個別処理区

域へ見直した区域の反映および土地区画整理事業に伴う調整区域から市街化区域への編入で

ある。これらの内容を踏まえ、編入された市街化区域について、都市計画決定し、下水道事

業計画に位置づけを行う。 

全体計画変更を基に、都市計画決定および事業計画変更を行うことから、効率的な業務執

行および関連機関との協議・調整を円滑に行うため、事業運営支援業務を導入した。 

 

項目 内容 

（a）計画関連業務 1）全体計画変更業務 

2）都市計画決定変更業務 

3）事業計画変更業務 

（b）調整業務 （a）の 1）～3）に係る業務調整等 
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③対象業務範囲 

 
 

 

④実施工程 

 

  

発注作業 設計

業務監理 建設工事

発注作業 設計

業務監理 建設工事

保全管理計画 発注作業 保全作業

運転管理計画 監督・監視 運転作業

発注作業

監督・監視

：コンサルタントが支援可能な業務

：対象業務範囲

排水設備等の管理 事業場排水の指導
事業場排水の監理

災害査定資料作成
水安全計画 水質管理

給水装置関連 排水設備等の指導

料金徴収・苦情受付
監査対応 料金システム等の管理

その他

防災・減災計画 災害復旧管理

維持管理
作業

住民対応
条例・規定等
の制定改廃

公権力の行使 広聴・広報管理 広聴・広報対応
議会対応 条例・規定案作成等 料金管理・苦情対応

整備計画

施設情報
システム
の管理

施設・
設備情報

整備更新/改築
更新計画
/改築計画

維持
管理

浄水場
/処理場等施設 維持管理

情報整備
管路施設 維持管理計画

財政計画

予算・決算対応 経理事務

人事給与庶務 契約事務

補助金・企業債関係 資産情報整理

会計システム等の管理
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政策判断 経営判断 経営計画 業務管理 一般業務

業務分野

施設 業務内容 1年目 2年目 3年目

全体計画

都市計画決定

事業計画

年度間調整業務 本業務に係る業務調整等

下水道施設

全体計画のアウトプットを

都市計画決定および事業計画へ

反映し、相互に調整
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⑤メリット 

定性的なメリット 

・関連業務を一貫して行うことから、相互調整がスムーズである。 

・発注業務や工程管理面で、下水道職員の業務負担を軽減することができる。 

 

 

定量的なメリット 

・複合発注により、設計協議や報告書作成、照査に係る費用や間接経費を削減することがで

き、見積ベースでは、10％の削減効果が見込まれている。 
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⑥今後の展開 

今後の展開 

今後、事業体側が主の役割を担う適切な政策判断・経営判断を実行するための、経営対策

（経営戦略、料金改定等）等を追加し、経営・施設マネジメント部分（事業運営）の複数

年・複合的な官民連携手法（事業運営支援）を検討していく。 

 

（現行の対象業務範囲） 

  
 

 

（今後の対象業務範囲） 
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業務監理 建設工事

発注作業 設計

業務監理 建設工事

保全管理計画 発注作業 保全作業

運転管理計画 監督・監視 運転作業

発注作業

監督・監視

：コンサルタントが支援可能な業務

：対象業務範囲

排水設備等の管理 事業場排水の指導
事業場排水の監理

災害査定資料作成
水安全計画 水質管理

給水装置関連 排水設備等の指導

料金徴収・苦情受付
監査対応 料金システム等の管理

その他

防災・減災計画 災害復旧管理

維持管理
作業

住民対応
条例・規定等
の制定改廃

公権力の行使 広聴・広報管理 広聴・広報対応
議会対応 条例・規定案作成等 料金管理・苦情対応

整備計画

施設情報
システム
の管理

施設・
設備情報

整備更新/改築
更新計画
/改築計画

維持
管理

浄水場
/処理場等施設 維持管理

情報整備
管路施設 維持管理計画

財政計画

予算・決算対応 経理事務

人事給与庶務 契約事務

補助金・企業債関係 資産情報整理

会計システム等の管理

人事・財務・庶務管理 事
業
運
営
方
針
・
組
織
体
制
等

財
政
計
画
・
ビ
ジ
ョ

ン
・

基
本
構
想
・
事
業
計
画
等
の
決
定

料
金
/
使
用
料
（

案
）

の
決
定

ビ
ジ
ョ

ン
・
基
本
構
想
等

事業計画
/AM計画

施
設
管
理

整備

新規整備

階層
政策判断 経営判断 経営計画 業務管理 一般業務

業務分野
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H 団体（下水道） 
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【事業運営支援の事例（H 団体）】 

 

①事業概要 

項目 内容 

ⅰ）上水道 or 下水道 下水道（小規模事業体） 

ⅱ）基礎情報 1）現在の処理人口：22,462 人 

2）計画処理人口：26,600 人 

3）供用開始後年数：22 年 

4）職員数：9 人 

Ⅲ）保有施設 1）管路施設：管きょ約 100km、 

2）処理場施設：処理場 1 か所（現有能力 10,575 m3/日）、 

ポンプ場 1 か所（現有能力 17,856 m3/日）、 

マンホールポンプ場 18 か所 

 

②事業運営支援業務を導入した背景と業務概要 

事業運営支援業務を導入した背景 

H 団体では、下水道施設の老朽化に伴い、今後改築・更新需要量が大幅に増大していく傾向

にある中で、膨大な下水道施設を限られた「ヒト・モノ・カネ」で適正に管理していく必要

があることから、執行体制の確保（ヒト）、施設の維持管理や改築修繕（モノ）及び長期的な

経営シミュレーション（カネ）を一体的に捉え、持続的な下水道事業の実施を目指すため、

下水道事業アセットマネジメント計画策定業務として一括で発注した。 

 

項目 内容 

アセットマネジメント業務 1）ストックマネジメント計画策定 

2）経営戦略策定 

3）執行体制の整理 

4）下水道施設データベースの基本構想 
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③対象業務範囲 

 
 

④実施工程 

 

  

発注作業 設計

業務監理 建設工事

発注作業 設計

業務監理 建設工事

保全管理計画 発注作業 保全作業

運転管理計画 監督・監視 運転作業

発注作業

監督・監視

：コンサルタントが支援可能な業務

：対象業務範囲

排水設備等の管理 事業場排水の指導
事業場排水の監理

災害査定資料作成
水安全計画 水質管理

給水装置関連 排水設備等の指導

料金徴収・苦情受付
監査対応 料金システム等の管理

その他

防災・減災計画 災害復旧管理

維持管理
作業

住民対応
条例・規定等
の制定改廃

公権力の行使 広聴・広報管理 広聴・広報対応
議会対応 条例・規定案作成等 料金管理・苦情対応

整備計画

施設情報
システム
の管理

施設・
設備情報

整備更新/改築
更新計画
/改築計画

維持
管理

浄水場
/処理場等施設 維持管理

情報整備
管路施設 維持管理計画

財政計画

予算・決算対応 経理事務

人事給与庶務 契約事務

補助金・企業債関係 資産情報整理

会計システム等の管理

人事・財務・庶務管理 事
業
運
営
方
針
・
組
織
体
制
等

財
政
計
画
・
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ジ
ョ
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・

基
本
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想
・
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画
等
の
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定

料
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/
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料
（
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）
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決
定

ビ
ジ
ョ

ン
・
基
本
構
想
等

事業計画
/AM計画

施
設
管
理

整備

新規整備

階層
政策判断 経営判断 経営計画 業務管理 一般業務

業務分野

項目 業務内容 1年目 2年目

ストックマネジメント計画策定

経営戦略策定

執行体制の整理

下水道施設データベースの基本構想

アセットマネジメント
業務
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⑤メリット 

定性的なメリット 

・関連する複数業務を複合発注しているため、業務間のコミュニケーションが容易となり、

効率的に検討を進めることができる。 

・2 年目業務は、年度当初から開始できるため、余裕を持った工程管理が可能となる。 

 

定量的なメリット 

・複合発注により、設計協議や報告書作成、照査に係る費用や間接経費を削減することがで

き、見積ベースでは、6％の削減効果が見込まれている。 
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⑥コンサルタントからの提案 

今後の展開 

今後、限られた執行体制の中で持続的な下水道事業運営を実現していくため、計画業務だ

けでなく調査業務を含めた事業運営を支援する官民連携手法を導入することにより、下水道

職員が主な役割となる事業運営の部分についても、さらに民間の技術力・マネジメント力を

活用するよう提案していきたい。 

 

（現行の対象業務範囲） 

 
 

（今後の対象業務範囲） 

 

発注作業 設計

業務監理 建設工事

発注作業 設計

業務監理 建設工事

保全管理計画 発注作業 保全作業

運転管理計画 監督・監視 運転作業

発注作業

監督・監視

：コンサルタントが支援可能な業務

：対象業務範囲

排水設備等の管理 事業場排水の指導
事業場排水の監理

災害査定資料作成
水安全計画 水質管理

給水装置関連 排水設備等の指導

料金徴収・苦情受付
監査対応 料金システム等の管理

その他

防災・減災計画 災害復旧管理

維持管理
作業

住民対応
条例・規定等
の制定改廃

公権力の行使 広聴・広報管理 広聴・広報対応
議会対応 条例・規定案作成等 料金管理・苦情対応

整備計画

施設情報
システム
の管理

施設・
設備情報

整備更新/改築
更新計画
/改築計画

維持
管理

浄水場
/処理場等施設 維持管理

情報整備
管路施設 維持管理計画

財政計画

予算・決算対応 経理事務

人事給与庶務 契約事務

補助金・企業債関係 資産情報整理

会計システム等の管理

人事・財務・庶務管理 事
業
運
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方
針
・
組
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等
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政
計
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・
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定
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事業計画
/AM計画

施
設
管
理

整備

新規整備

階層
政策判断 経営判断 経営計画 業務管理 一般業務

業務分野

発注作業 設計

業務監理 建設工事

発注作業 設計

業務監理 建設工事

保全管理計画 発注作業 保全作業

運転管理計画 監督・監視 運転作業

発注作業

監督・監視

：コンサルタントが支援可能な業務

：対象業務範囲

排水設備等の管理 事業場排水の指導
事業場排水の監理

災害査定資料作成
水安全計画 水質管理

給水装置関連 排水設備等の指導

料金徴収・苦情受付
監査対応 料金システム等の管理

その他

防災・減災計画 災害復旧管理

維持管理
作業

住民対応
条例・規定等
の制定改廃

公権力の行使 広聴・広報管理 広聴・広報対応
議会対応 条例・規定案作成等 料金管理・苦情対応

整備計画

施設情報
システム
の管理

施設・
設備情報

整備更新/改築
更新計画
/改築計画

維持
管理

浄水場
/処理場等施設 維持管理

情報整備
管路施設 維持管理計画

財政計画

予算・決算対応 経理事務

人事給与庶務 契約事務

補助金・企業債関係 資産情報整理

会計システム等の管理

人事・財務・庶務管理 事
業
運
営
方
針
・
組
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体
制
等

財
政
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画
・
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/AM計画
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理
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新規整備

階層
政策判断 経営判断 経営計画 業務管理 一般業務

業務分野
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I 団体（下水道） 
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【事業運営支援の事例（I 団体）】 

 

①事業概要 

項目 内容 

ⅰ）上水道 or 下水道 下水道（中規模事業体） 

ⅱ）基礎情報 1）現在の処理人口：175,232 人 

2）計画処理人口：185,348 人 

3）供用開始後年数：44 年 

4）職員数：23 人 

Ⅲ）保有施設 1）管路施設：管きょ約 1,548km、 

2）ポンプ場施設：ポンプ場 28 か所、 

マンホールポンプ場 300 か所 

 

②事業運営支援業務を導入した背景と業務概要 

事業運営支援業務を導入した背景 

I 団体の施設管理では、I 団体が所有する下水道施設の延命化と維持管理や改築事業に要す

る費用の平準化等による長期的な管理経費の抑制を図るため、ストックマネジメントの考え

方を導入し、各種取り組みを行っている。 

今後、更なる下水道施設の維持管理・改築等の事業に取組む必要があり、下水道職員に対

する業務負荷は益々増加することから、民間活用を含めた執行体制の充実を図る必要がある

ため、複合・複数年業務を一括で発注した。 

 

項目 内容 

（a）ストックマネジメント 

関連業務 

1）ストックマネジメント計画に基づく管路施設の 

点検・調査結果を踏まえた診断業務 

2）修繕・改築計画の策定業務 

3）点検・調査計画の見直し業務 

4）管路施設の総合地震計画の見直し業務 

（b）業務支援 （a）の 1）～4）に係る業務支援 
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③対象業務範囲 

 
 

④実施工程 

 

  

発注作業 設計

業務監理 建設工事

発注作業 設計

業務監理 建設工事

保全管理計画 発注作業 保全作業

運転管理計画 監督・監視 運転作業

発注作業

監督・監視

：コンサルタントが支援可能な業務

：対象業務範囲

排水設備等の管理 事業場排水の指導
事業場排水の監理

災害査定資料作成
水安全計画 水質管理

給水装置関連 排水設備等の指導

料金徴収・苦情受付
監査対応 料金システム等の管理

その他

防災・減災計画 災害復旧管理

維持管理
作業

住民対応
条例・規定等
の制定改廃

公権力の行使 広聴・広報管理 広聴・広報対応
議会対応 条例・規定案作成等 料金管理・苦情対応

整備計画

施設情報
システム
の管理

施設・
設備情報

整備更新/改築
更新計画
/改築計画

維持
管理

浄水場
/処理場等施設 維持管理

情報整備
管路施設 維持管理計画

財政計画

予算・決算対応 経理事務

人事給与庶務 契約事務

補助金・企業債関係 資産情報整理

会計システム等の管理

人事・財務・庶務管理 事
業
運
営
方
針
・
組
織
体
制
等

財
政
計
画
・
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ジ
ョ
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・

基
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・
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画
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事業計画
/AM計画

施
設
管
理

整備

新規整備

階層
政策判断 経営判断 経営計画 業務管理 一般業務

業務分野

施設 業務内容 1年目 2年目 3年目 4年目

管路施設の点検・調査結果を踏まえた診断
業務

管路施設の修繕・改築計画の策定業務

管路施設の点検・調査計画の見直し業務

管路施設の総合地震計画の見直し業務

業務支援
本業務範囲に係る管路施設の点検・調査や
耐震の業務支援

管路施設

管路施設の点検・調査の結果、

緊急性の高い施設は前倒しして、

修繕・改築計画を策定・

ストックマネジメント計画の見直し
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⑤メリット 

定性的なメリット 

・策定済みのストックマネジメント計画を踏まえた診断から、修繕・改築計画に策定や次期

点検・調査計画の見直し、総合地震計画といった関連する業務を複合的に発注しているた

め、効果的に次期ストックマネジメント計画が策定でき、マネジメントの精度向上が見込ま

れる。 

・2 年目以降の業務は、年度当初から開始できるため、余裕を持った工程管理が可能となる。 

・発注業務や工程管理面で、下水道職員の業務負担を軽減することができる。 

 

定量的なメリット 

・複合発注により、設計協議や報告書作成、照査に係る費用や間接経費を削減することがで

き、見積ベースでは、18％の削減効果が見込まれている。 
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⑥コンサルタントからの提案 

今後の展開 

今後、事業体側が主の役割を担う適切な政策判断・経営判断を実行するための、各種計画

策定・調査診断、災害対策（浸水、地震等）、経営対策（経営戦略、料金改定等）や、一般業

務（維持管理、設計、工事等）の官民連携支援（導入可能性調査、契約支援、履行監視・評

価、情報管理等）等を追加し、経営・施設マネジメント部分（事業運営）の複数年・複合的

な官民連携手法（事業運営支援）へ拡張することを提案していきたい。 

 

（現行の対象業務範囲） 

 
 

（今後の対象業務範囲） 

 

発注作業 設計

業務監理 建設工事

発注作業 設計

業務監理 建設工事

保全管理計画 発注作業 保全作業

運転管理計画 監督・監視 運転作業

発注作業

監督・監視

：コンサルタントが支援可能な業務

：対象業務範囲

排水設備等の管理 事業場排水の指導
事業場排水の監理

災害査定資料作成
水安全計画 水質管理

給水装置関連 排水設備等の指導

料金徴収・苦情受付
監査対応 料金システム等の管理

その他

防災・減災計画 災害復旧管理

維持管理
作業

住民対応
条例・規定等
の制定改廃

公権力の行使 広聴・広報管理 広聴・広報対応
議会対応 条例・規定案作成等 料金管理・苦情対応

整備計画

施設情報
システム
の管理

施設・
設備情報

整備更新/改築
更新計画
/改築計画

維持
管理

浄水場
/処理場等施設 維持管理

情報整備
管路施設 維持管理計画

財政計画

予算・決算対応 経理事務

人事給与庶務 契約事務

補助金・企業債関係 資産情報整理

会計システム等の管理

人事・財務・庶務管理 事
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運転管理計画 監督・監視 運転作業
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：対象業務範囲
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J 団体（下水道） 
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【事業運営支援の事例（J 団体）】 

 

①事業概要 

項目 内容 

ⅰ）上水道 or 下水道 下水道（小規模事業体） 

ⅱ）基礎情報 1）現在の処理人口：8,105 人 

2）計画処理人口：11,379 人 

3）供用開始後年数：26 年 

4）職員数：5 人 

Ⅲ）保有施設 1）管路施設：管きょ約 73km、 

マンホール・マンホール蓋約 2,000 基 

2）処理場施設：処理場 1 か所（現有能力 3,200m3/日）、 

マンホールポンプ場 6 か所 

 

②事業運営支援業務を導入した背景と業務概要 

事業運営支援業務を導入した背景 

J 団体では、今後、さらなる下水道施設の維持管理・改築等に取り組む必要があることに加

え、これに伴って下水道職員に対する業務負荷がますます増加するとともに、財政状況は逼

迫し、下水道事業運営の環境は厳しさを増してきている。 

そのような状況においても、下水道事業運営を持続し、安全で安心な暮らしの実現や良好

な環境の実現等に向けて、さらなる下水道サービスレベルの向上が求められており、J 団体が

所有する下水道施設の延命化と維持管理や改築事業に要する費用の平準化等による長期的な

管理経費の抑制を図るため、ストックマネジメントの考え方を導入し、各種取り組みを行っ

ている。 

そこで、J 団体では、民間の技術力・マネジメント力を有効活用して下水道事業運営の精度

向上および執行体制の充実を図るため、事業運営支援業務を導入した。 

 

項目 内容 

（a）ストックマネジメント 

関連業務 

1）ストックマネジメント計画に基づく管路施設点検・調査 

及び診断・対策の必要性検討業務 

2）管路施設ストックマネジメント計画策定業務 

3）処理場・ポンプ場点検・調査及び診断・対策の 

必要性検討業務 

4）処理場・ポンプ場ストックマネジメント計画策定業務 

（b）年度間調整業務 （a）の 1）～4）に係る業務調整等 
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③対象業務範囲 

 
 

④実施工程 
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監督・監視

：コンサルタントが支援可能な業務

：対象業務範囲

排水設備等の管理 事業場排水の指導
事業場排水の監理

災害査定資料作成
水安全計画 水質管理

給水装置関連 排水設備等の指導

料金徴収・苦情受付
監査対応 料金システム等の管理

その他
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維持管理
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住民対応
条例・規定等
の制定改廃
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人事給与庶務 契約事務
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業務分野

施設 業務内容 1年目 2年目 3年目 4年目

管路施設点検・調査及び診断・
対策の必要性検討業務

管路施設ストックマネジメント計画
策定業務

処理場・ポンプ場点検・調査及び診断・
対策の必要性検討業務

処理場・ポンプ場ストックマネジメント計画
策定業務

年度間調整業務 本業務に係る業務調整等

管路施設

処理場・
マンホールポンプ場

施設

管路施設の点検・調査の結果、

緊急性の高い施設は前倒しして、

修繕・改築計画を策定・

ストックマネジメント計画の見直し

緊急性の高い施設・設備は前倒しして、

点検・調査及び診断・対策の必要性検討

緊急性の高い施設・設備は前倒しして、

修繕・改築計画を策定・ストックマネジメント計画の見直し
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⑤メリット 

定性的なメリット 

・策定済みのストックマネジメント計画を踏まえた診断から、修繕・改築計画に策定や次期

点検・調査計画の見直しといった関連する業務を複合的に発注しているため、効果的に次期

ストックマネジメント計画が策定でき、マネジメントの精度向上が見込まれる。 

・2 年目以降の業務は、年度当初から開始できるため、余裕を持った工程管理が可能となる。 

・発注業務や工程管理面で、下水道職員の業務負担を軽減することができる。 

 

定量的なメリット 

・複合発注により、設計協議や報告書作成、照査に係る費用や間接経費を削減することがで

き、見積ベースでは、10％の削減効果が見込まれている。 
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⑥今後の展開 

今後の展開 

今後、事業体側が主の役割を担う適切な政策判断・経営判断を実行するための、各種計画

策定・調査診断、災害対策（浸水、地震等）、経営対策（経営戦略、料金改定等）や、一般業

務（維持管理、設計、工事等）の官民連携支援（導入可能性調査、契約支援、履行監視・評

価、情報管理等）等を追加し、経営・施設マネジメント部分（事業運営）の複数年・複合的

な官民連携手法（事業運営支援）へ拡張することを検討していく。 

 

（現行の対象業務範囲） 

 
 

（今後の対象業務範囲） 
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業務監理 建設工事
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発注作業 設計

業務監理 建設工事

発注作業 設計

業務監理 建設工事

保全管理計画 発注作業 保全作業

運転管理計画 監督・監視 運転作業

発注作業

監督・監視

：コンサルタントが支援可能な業務

：対象業務範囲

排水設備等の管理 事業場排水の指導
事業場排水の監理

災害査定資料作成
水安全計画 水質管理

給水装置関連 排水設備等の指導

料金徴収・苦情受付
監査対応 料金システム等の管理

その他

防災・減災計画 災害復旧管理

維持管理
作業

住民対応
条例・規定等
の制定改廃

公権力の行使 広聴・広報管理 広聴・広報対応
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会計システム等の管理
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業
運
営
方
針
・
組
織
体
制
等

財
政
計
画
・
ビ
ジ
ョ

ン
・

基
本
構
想
・
事
業
計
画
等
の
決
定

料
金
/
使
用
料
（

案
）

の
決
定

ビ
ジ
ョ

ン
・
基
本
構
想
等

事業計画
/AM計画

施
設
管
理

整備

新規整備

階層
政策判断 経営判断 経営計画 業務管理 一般業務

業務分野

2-54



３-１ 
 

第３章  事業運営支援業務の発注時資料の例 

 

本章では、事業運営支援の事例の内、上水道の A・B・C 団体、下水道の F・H・J 団体におけ

る業務の発注時資料を掲載します。 

 

事業運営支援業務の発注時資料の概要 

事業 業務名 業務概要（業務範囲） 発注方式 業務期間 

上水道 Ａ団体 

・ビジョン改訂業務 
・施設更新計画策定業務 
・アセットマネジメント検討業務 
・経営戦略策定業務 

公募型プロポー
ザル方式 

約 1 年半（2016 年 6 月
～2018 年 3 月） 

上水道 Ｂ団体 

・施設計画 
・アセットマネジメント 
・水道事業ビジョン（改訂） 
・経営戦略 

入札 
約 1 年半（2019 年？月
～2021 年 3 月） 

上水道 C 団体 
・水道ビジョン策定 
・経営戦略策定 
・委員会の運営支援 

公募型プロポー
ザル方式 

2 か年 

下水道 Ｆ団体 

・下水道ビジョン 
・汚水処理施設整備検討 
・浸水対策検討 
・管路・ポンプ場施設再構築検討 

指名型プロポー
ザル方式 

3 か年 

下水道 H 団体 

・アセットマネジメント業務（ストック
マネジメント計画策定、経営戦略
策定、執行体制の整理、下水道施
設データベースの基本構想） 

公募型プロポー
ザル方式 

約 1 年半（2019 年 7 月
～2021 年 2 月） 

下水道 Ｊ団体 
・ストックマネジメント関連業務 
・年度間調整業務 

公募型プロポー
ザル方式 

約 3 年半（2020 年 9 月
～2024 年 3 月） 

 

発注時資料 
上水道 下水道 

A 団体 B 団体 C 団体 F 団体 H 団体 J 団体 

公告      ○ 

実施要領・業務説明書 ○   ○ ○ ○ 

様式集     ○ ○ 

評価要領 ○     ○ 

業務内容・特記仕様書 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
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発注時資料の例 目次 

 

【発注時資料の例（A 団体）】 ···············································································    3-3 

【発注時資料の例（B 団体）】 ···············································································   3-32 

【発注時資料の例（C 団体）】 ···············································································   3-43 
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【発注時資料の例（H 団体）】 ···············································································   3-76 

【発注時資料の例（J 団体）】 ···············································································  3-120 

 

3-2



3-3



3-4



3-5



3-6



3-7



3-8



3-9



3-10



3-11



3-12



3-13



3-14



3-15



3-16



3-17



3-18



3-19



3-20



3-21



3-22



3-23



3-24



3-25



3-26



3-27



3-28



3-29



3-30



3-31



3-32



3-33



3-34



3-35



3-36



3-37



3-38



3-39



3-40



3-41



3-42



3-43



3-44



3-45



3-46



3-47



3-48



3-49



3-50



3-51



3-52



3-53



3-54



3-55



3-56



3-57



3-58



3-59



3-60



3-61



3-62



3-63



3-64



3-65



3-66



3-67



3-68



3-69



3-70



3-71



3-72



3-73



3-74



3-75



3-76



3-77



3-78



3-79



3-80



3-81



3-82



3-83



3-84



3-85



3-86



3-87



3-88



3-89



3-90



3-91



3-92



3-93



3-94



3-95



3-96



3-97



3-98



3-99



3-100



3-101



3-102



3-103



3-104



3-105



3-106



3-107



3-108



3-109



3-110



3-111



3-112



3-113



3-114



3-115



3-116



3-117



3-118



3-119



3-120



3-121



3-122



3-123



3-124



3-125



3-126



3-127



3-128



3-129



3-130



3-131



3-132



3-133



3-134



3-135



3-136



3-137



3-138



3-139



3-140



3-141



3-142



3-143



3-144



3-145



3-146



3-147



3-148



3-149



3-150



3-151



3-152



3-153



3-154



3-155



3-156



3-157



3-158



3-159



3-160



3-161



3-162



3-163



3-164



3-165



3-166



3-167



3-168



3-169



3-170



3-171



3-172



3-173



3-174



3-175



3-176



3-177



3-178



3-179



3-180



3-181



3-182



3-183



3-184



3-185



3-186



3-187



４-１ 
 

第４章  事業運営支援業務 標準委託契約約款（案） 
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